
別紙１

⇒　どちらも個人企業は対象としていない。

◇　特定サービス産業実態調査は、以下の対象産業に属する事業所又は企業を対象としている。

サービス産業動向調査 法人企業統計調査
経済産業省

企業活動基本調査
特定サービス産業実態調査

37 通信業 ○ × ×

38 放送業 ○ × ×

39 情報サービス業 ○ ○ ○

40 インターネット附随
サービス業

○ ○ ○

41 映像・音声・文字情報
制作業

○

△
（4111映画・ビデオ制作業（テレ
ビジョン番組制作業、アニメー

ション制作業を除く）、4112テレ
ビジョン番組制作業（アニメー

ション制作業を除く）、4113アニ
メーション制作業、413新聞業、

414出版業）

△
（415広告制作業を除く）

42 鉄道業 ○ × ×

43 道路旅客運送業 ○ × ×

44 道路貨物運送業 ○ × ×

45 水運業 ○ ○ × ×

46 航空運輸業 ○ × ×

47 倉庫業 ○ × ×

48 運輸に附帯するサービ
ス業

○ × ×

49 郵便業（信書便事業を
含む）

○ × ×

68 不動産取引業 ○ × ×

69 不動産賃貸業・管理業 ○ × ×

70 物品賃貸業 ○ ○

△
（704自動車賃貸業、7092音楽・映
像記録物賃貸業（別掲を除く）、
7099他に分類されない物品賃貸業

はレンタルを除く）

○

71 学術・開発研究機関 ○ ○ ×

72 専門サービス業（他に
分類されないもの）

○
△

（726デザイン業）
△

（726デザイン業）

73 広告業 ○ ○ ○

74 技術サービス業（他に
分類されないもの）

○

△
（743機械設計業、744商品非破壊
検査業、745計量証明業、746写真
業、749その他の技術サービス業）

△
（743機械設計業、745計量証明

業）

75 宿泊業 ○ ○ × ×

76 飲食店 ○

△
（7622料亭、765酒場、ビヤホー

ル、766バー、キャバレー、ナイト
クラブを除く）

×

77 持ち帰り・配達飲食
サービス業

× ○ ×

78 洗濯・理容・美容・浴
場業

○
△

（785その他の公衆浴場業は除く）
×

79 その他の生活関連サー
ビス業

△
（792家事サービス業を除く）

△
（791旅行業、7999他に分類されな
いその他の生活関連サービス業は

除く）

△
（796冠婚葬祭業）

80 娯楽業 ○ ○

△
（801映画館、804スポーツ施設提
供業（8041スポーツ施設提供業
（別掲を除く）を除く）、805公

園、遊園地）

△
（801映画館、802興行場（別掲を
除く）,興行団、804スポーツ施設

提供業、805公園,遊園地）

81 学校教育 × × ×

82 その他の教育，学習支
援業

○

△
（8245外国語会話教授業、8249そ
の他の教養・技能教授業のうちカ
ルチャー教室（総合的なもの））

△
（823学習塾、824教養・技能教授

業）

83 医療業 ○ × ×

84 保健衛生
△

（841保健所を除く）
× ×

85 社会保険・社会福祉・
介護事業

△
（852福祉事務所を除く）

× ×

88 廃棄物処理業 ○ ○ ×

89 自動車整備業 ○ × ×

90 機械等修理業 ○ ○

△
（901機械修理業（電気機械器具
を除く）、902電気機械器具修理

業）

91 職業紹介・労働者派遣
業

○ ○ ×

92 その他の事業サービス
業

○
△

（922建物サービス業、923警備業
を除く）

×

93 政治・経済・文化団体 × × × ×

94 宗教 × × × ×

95 その他のサービス業 ○ × ×

96 外国公務 × × × ×

※　産業分類は、サービス産業動向調査（月次調査）の対象産業が含まれる大分類に限定している。

　○：対象、△：一部対象、×：対象外

○

○

○

○

○
（73広告業とそれ以外で結果表

章）

◇　法人企業統計調査は、全産業の営利法人等（本邦に本店を有する株式会社等）を対象としている。ただし、中分類ごとの結果は公表していない。

◇　経済産業省企業活動基本調査は、以下の対象産業に属する事業所を有する企業のうち、従業者50人以上かつ資本金額又は出資金額3,000万円以上の会社を対象としている。

サービス産業関連年次統計調査の対象について

R サービ
ス業（他
に分類さ
れないも
の）

P 医療，
福祉

O 教育，
学習支援
業

N 生活関
連サービ
ス業，娯
楽業

M 宿泊
業，飲食
サービス
業

○

○
（91職業紹介・労働者派遣業とそ
れ以外（88、89、90、92、95、86

郵便局）で結果表章）

○

L 学術研
究，専
門・技術
サービス
業

K 不動産
業，物品
賃貸業

産業分類

H 運輸
業，郵便
業

G 情報通
信業

○

○

○ △
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